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研究・開発の推進  

消防庁では、安心・安全な社会の実現に向けて、

実用化を目的とした研究開発を一層推進すること

により、その成果が消防防災分野における社会シス

テムの高度化に大きく貢献することを基本方針と

し、我が国唯一の消防防災に関する国立研究機関で

ある消防研究センターを中心に関係者の一層の連

携を図っている。 

１．消防庁における重点研究開発目標 

消防庁では、政府戦略等を踏まえ、先端 ICTに加

え、総合的な発想による新たな装備・資機材の開発・

改良や消防法令上の技術基準等の確立に資する重

点研究開発目標について、成果達成に向けた研究開

発を推進することとしている（資料 6-1）。 

２．消防研究センター 

消防庁における消防の科学技術の研究・開発は、

消防研究センターを中心として実施しており、消防

行政及び消防職団員の活動を科学技術の面から支

えることを目的とした研究・開発を行っている。 

３．消防防災科学技術研究推進制度 

消防防災に関する課題解決のため、産学官の研究

機関等を対象とした革新的かつ実用的な技術の育

成・利活用を目的として、「消防防災科学技術研究

推進制度」（競争的資金）において、提案公募の形

式により、研究内容に高い意義が認められる提案者

に対して研究を委託している。本制度では、火災等

災害時において消防防災活動を行う消防本部等の

ニーズ等が反映された研究開発課題や、「科学技術・

イノベーション基本計画」（令和３年３月 26日閣議

決定）等の政府方針に示された目標達成に資する研

究開発課題に重点を置き、消防本部が参画した産学

官連携による研究開発を推進している。 

４．消防機関における研究開発 

消防防災の科学技術に関する研究開発について

は、消防機関の研究開発部門等においても、消防防

災活動や防火安全対策等を実施する上で生じた課

題の解決や火災原因の調査に係る調査・分析等を積

極的に実施している。 

５．研究・開発の担い手の育成 

消防防災活動を支える研究開発・実用化を推進す

ることを目的として、消防防災分野のロボット競技

会を共催・後援するなど、若い世代の技術向上の促

進を図っている。 

 

 
消防研究センターにおける
研究開発等 

 

消防研究センターでは、消防防災の科学技術に関

する様々な研究開発のほか、消防法の規定に基づく

消防庁長官による火災原因調査及び危険物流出等

の事故原因調査を行っている。 

また、これらの研究開発及び調査により蓄積して

きた知見を活用して、消防本部に対する技術的助言

や緊急時の消防活動支援にも積極的に取り組んで

いる。 

１．消防防災に関する研究 

消防研究センターでは、コンビナート施設での災

害や、南海トラフ地震等の大規模地震、大津波と

いった大規模災害に備えるとともに、火災や危険物

の事故の防止、消防活動時の安全確保のため、令和

２年度において、以下に掲げる８つの課題について

研究開発を行った。（第 6-1表）。 
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第 6-1表 消防研究センターにおける研究開発課題 

(1) エネルギー・産業基盤災害対応のための消防ロボットの研究開発（H26～R2） 

大規模地震発生時の石油コンビナートにおける特殊な災害では、災害現場に近づけない等の課題があ

るため、G 空間×ICT を活用して安全な場所からの情報収集、放水等が可能な消防ロボットを研究開発

し、消防本部へ実戦配備する。 

(2) 火災延焼シミュレーションの高度化に関する研究開発（H30～R2） 

糸魚川市で発生したような大規模火災は、全国の木造密集地域のどこでも発生する危険性がある。市

街地火災に対する効果的な予防と消防活動を行うために、火災延焼シミュレーションを中心とした市街

地火災対策に関する研究開発を行う。 

ア 大規模地震災害等の同時多発火災対応に関する研究 

イ 広域火災における火災旋風・飛火による被害の防止に向けた研究 

(3) 災害時の消防力・消防活動能力向上に係る研究開発（H28～R2） 

南海トラフ巨大地震、首都直下地震の発生に備え、災害時の消防活動能力を向上させるための技術を

研究開発する。 

ア 高齢化、過疎化、災害を踏まえたモデル救急体制に関する研究－次世代救急車の研究開発－ 

イ 安全で迅速に土砂災害現場で救助活動をするための研究 

(4) 危険物施設の安全性向上に関する研究開発（H28～R2） 

産業・エネルギー施設の強靭化のため、石油タンクの地震被害予測、石油タンク火災の泡消火技術、

貯蔵化学物質の火災危険性評価の研究開発を行う。 

ア 石油タンクの入力地震動と地震被害予測の高精度化のための研究  

イ 泡消火技術の高度化に関する研究  

ウ 化学物質の火災危険性を適正に把握するための研究 

(5) 火災予防と火災による被害の軽減に係る研究開発（H28～R2） 

有効な火災予防対策が行えるよう、火災原因調査能力の向上に関する研究開発を行うとともに、建物

からの効果的な避難に関する研究開発を行う。 

ア 火災原因調査の能力向上に資する研究 

イ 火災時における自力避難困難者の安全確保に関する研究 

(6) 地下タンクの健全性診断に係る研究開発（R1～R7） 

防食ライニングが施工された危険物の地下タンクの経年劣化について、タンクが将来継続して使用可

能か否か(健全性)を適切に判断するため、ライニング鋼板の腐食劣化の定量的評価及び各種分析を行い、

地下タンクの健全性診断手法を研究開発する。 

(7) 消防職員の消火活動時における殉職・受傷事故を防止するための研究開発（R2～R7） 

消火活動時における殉職・受傷事故の防止を目的として、火災シミュレーションを活用した火災進展

の予測能力の向上に資する技術、および、火災現場環境を可視化する技術を研究開発する。 

(8) 火山噴火にともなう降灰が消防活動や危険物施設に与える影響評価（R2） 

富士山噴火による首都圏への降灰を想定し、消火や救急搬送、石油コンビナート施設に与える影響を、

降灰量予測に基づいたシミュレーションや実験により評価する。 

 

（１）消防ロボットシステム（スクラムフォース）

の研究開発 

ア 背景・目的 

石油コンビナートにおいて大規模な爆発や火災

が発生した場合、消防隊員が現場に接近して活動す

ることは難しい。そこで消防庁では、このような災

害が発生した場合に、ロボットが自ら判断し、自動

的に行動する技術により安全な場所からロボット

を稼働させることができ、複数のロボットが相互に
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協調連携し、さらに、高い放射熱*1に耐えられる性

能を備えた「消防ロボットシステム」の研究開発を

行った。 

イ 令和２年度までの７年間の主な研究開発成果 

（ア）研究開発した消防ロボットシステムの概要 

消防ロボットシステムは飛行型偵察・監視ロボッ

ト（スカイ・アイ）、走行型偵察・監視ロボット（ラ

ンド・アイ）、放水砲ロボット（ウォーター・キャ

ノン）、ホース延長*2ロボット（タフ・リーラー）、

指令システム及び搬送車輌で構成され、「スクラム

フォース」と命名された（第 6-1図、第 6-2図）。 

（イ）配備と改良、複数仕様の策定 

完成した消防ロボットシステムを市原市消防局

に配備し、消防本部の配備・運用における実用性の

向上を図るため、現場目線の意見聴取を行った。そ

の結果、隊員の要望に応じた指令システム操作画面

の配置変更、エラー発生時の詳細な修正や復旧方法

を提示する等の改良を実施し、より容易に操作の訓

 

＊1 放射熱：火炎から電磁波として放射されるエネルギー。大規模火災では熱の大部分が放射熱となる。ここでは、大規模な火災を想定

しているため、放射熱に対する対策が必要になる。 

＊2 ホース延長：消防では移動しながらホースを敷設することを「ホース延長」と言う。 

＊3 準天頂衛星システム：都市部では建築物が、山間部では山が GPS 衛星からの電波を遮蔽し、電波を受信できないことがあるが、真上

に衛星があると電波の受信が可能となる。常に日本の真上付近に衛星があるように整備された衛星測位システムが準天頂衛星システ

ム「みちびき」であり、平成 30 年 11 月から本格運用されている。また、電子基準点等のデータを活用し、高精度な測位を可能とす

る補強サービスの提供を行っている。 

練を実施するために、指令システムのシミュレータ、

飛行型偵察・監視ロボットの操縦シミュレータを開

発整備した。また、研究開発開始後に実用化された

新技術の有効性を検討し、準天頂衛星システム＊3

「みちびき」の技術を導入した。さらに、首都直下

型地震への対応を見据え、東京湾岸地域の大規模石

油コンビナートのロボットの自動走行用地図を作

成し、稼働に必要となる構内地図・施設諸元情報を

組み入れた。 

研究開発した消防ロボットシステムは、国内で発

生が想定される最大の火災に対応できる機能を備

えているが、各消防本部の状況により、必要とされ

る機能が異なるため、①研究開発した消防ロボット

システムと同レベルのシステム、②研究開発した消

防ロボットシステムのうち放水砲ロボット及び

ホース延長ロボットのみの構成としたシステム、③

遠隔操縦による走行とした放水砲ロボット及び

ホース延長ロボットのみのシステムの３種類の仕

様をとりまとめた。 

第 6-1図 消防ロボットシステム「スクラムフォース」 

 

第 6-2図 放水砲ロボットの放水 
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（２）火災延焼シミュレーションの高度化に関す

る研究開発 

平成 28 年 12 月糸魚川市大規模火災の教訓を踏

まえると、全国の木造密集地域のどこでも市街地火

災が発生する危険性があり、それに対する効果的な

予防と消防活動を行う必要があることから、広域火

災における火災旋風・飛火による被害の防止に向け

た研究、火災延焼シミュレーションの研究開発など、

市街地火災対策に関する研究開発を行っている。 

ア 大規模地震災害時等の同時多発火災対応に関

する研究 

（ア）背景・目的 

南海トラフ地震や首都直下地震の事前の被害想

定や地震発生時の活動計画策定に資するため、消防

用大規模市街地火災延焼シミュレーションの改良

に関する研究を行っている。現状のシミュレーショ

ンでは、火災の拡大に影響を与える土地の傾斜が考

慮されておらず、傾斜地を多く有する地域では精度

が低いため、これを解決するための改良を行ってい

る。 

（イ）令和２年度までの５年間の主な研究開発成

果 

ａ 「地域の詳細な火災リスク評価が可能なシミュ

レーションモデルの構築に関する研究」では、従

来の消防研究センターの市街地火災延焼シミュ

レーションモデルに土地の高低差の要素を取り

入れるための検討を行った。また、消防水利の表

示機能の改良など、シミュレーションソフトウェ

アの機能向上を行った。さらに、日本全国の統一

的なデータを作成することができるよう、緯度・

経度を計算に用いるようソフトウェアを改修し

た。 

そのほか、Web 版市街地火災延焼シミュレー

ションシステムを新規に開発し、国土地理院がイ

ンターネット上に公開している電子地図を背景

に表示することで地形や町並みを視覚的に把握

できるようにすることにより、消防防災関係者自

らが実火災に近い想定を行うことができるよう

に改良した（第 6-3図） 

 

＊4 延焼クラスタ：火災が発生した時、相互に延焼すると考えられる建物群のことである。延焼クラスタ方式の被害想定では、ある延焼

クラスタ内の少なくとも１棟から火災が発生すると、その延焼クラスタに含まれる全ての建物が焼失するものとして計算が行われる。 

第 6-3図 Web版市街地火災延焼シミュレーション

システムの計算結果例 

 
上：陰影起伏図を背景地図に利用した場合 

下：オルソ画像を背景地図に利用した場合 

ｂ 「広域の延焼被害予測を高速で実行可能なシ

ミュレーションモデルの構築に関する研究」では、

大規模地震の被害想定の分野でよく用いられて

いる延焼クラスタ＊4方式の考え方を広域版地震

被害想定システムに適応させた高速な計算手法

について検討した。また、従来の延焼クラスタ方

式では、例えば２棟の建物がある状況で風上の建

物から風下の建物へは延焼するものの風下の建

物から風上の建物へは延焼しないなど延焼の方

向性を考慮していなかったため、延焼の方向性を

考慮して延焼被害を推定する手法とその手法を

広域版地震被害想定システムに適応させた高速

な計算手法について検討を行った。 

ｃ 従来から開発してきた市街地火災延焼シミュ

レーションプログラムについては、糸魚川市大規

模火災を踏まえた今後の消防の在り方に関する

検討会の報告書を踏まえ、消防研究センターホー

ムページにおいて消防本部及び消防団を対象と

して公開し、問合せのあった消防本部等 100機関

に対してシミュレーションプログラム及び計算
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に用いる都市データの提供を行った（令和３年３

月時点）。 

イ 広域火災における火災旋風・飛火による被害の

防止に向けた研究 

（ア）背景・目的 

南海トラフ地震や首都直下地震では大規模火災

の発生が危惧されているが、火災時の被害を格段に

大きくする火災旋風・飛火には未解明な点が多い。

大規模火災時の被害想定や消防活動計画の策定に

資するため、これらの現象を解明するための研究を

行った。また、火災旋風・飛火の出現を左右する火

災周辺気流の速度場の計測精度向上に関する研究

も行った。この計測精度を向上させることで、上空

からの被害状況把握等の火災現場での効率的な消

防活動の支援にも寄与できると考えている。 

（イ）令和２年度までの５年間の主な研究開発成果 

ａ 「火災旋風の発生メカニズムと発生条件に関す

る研究」では、有風下で火災域周辺に発生する「火

炎を含まない火災旋風」についての風洞実験を行

い、火災旋風の渦の強さやサイズが、風速、火源

の発熱速度及び風に対する火源の向きの条件を

変えた時にどのように変化するのかを調べた。細

長いバーナー火源の長辺を風に直交する方向に

配置した場合（直交配置）と、平行に配置した場

合（平行配置）について実験した結果、直径が大

きくかつ強い渦が発生するのは、直交配置の状況

で風速が小さく発熱速度が大きい場合であるこ

とが分かった。また、直交配置の場合は、風速が

減少するほど渦が強くなる傾向があるが、平行配

置の場合は逆の傾向であることが分かった。 

実験のほかにも、糸魚川市大規模火災の延焼の

調査・分析では、風で傾いた火災上昇気流内の渦

が起こす風が、市街地の延焼速度や飛火の位置に

影響を与えた可能性があることを明らかにした。 

ｂ 「飛火現象における火の粉の着火性に関する研

究」では、糸魚川市大規模火災の災害調査、火の

粉発生装置を用いた火の粉による着火実験、予備

注水による火の粉からの防御に関する実験を

行った。 

糸魚川市大規模火災で採取した火の粉の解析

結果から質量 0.1g以下の小さな火の粉が 60％以

上を占めており、主な着火場所は屋根であると言

われている。 

そこで日本瓦屋根を対象とした火の粉発生装

置を用いた着火実験を行ったところ、小さな火の

粉が瓦の下に潜り込む現象や桟木（さんぎ）の焦

げが確認された。このように火の粉が潜り込むこ

とによって、屋根の桟木・野地板等から着火する

可能性があることを確認した。 

 
日本瓦の下から炎が見える様子（風速９m/s） 

さらに前述の着火実験中に瓦屋根上方向から

予備注水を行った場合の効果を観察したところ、

瓦の上に均一に予備注水をすると注水後短時間

は屋根の下に潜り込む火の粉の数が減少する様

子が見られた。 

 

ｃ 「火災周辺気流の速度場の計測精度向上に関す

る研究」では、画像解析技術を用いて火炎周辺の

気流を可視化し、その速度場算出精度を高精度化

するための技術の研究開発を行った。可視画像と

熱画像から２次元平面内の気流の速度場を算出

する手法、画像解析の結果と超音波風速計での計

測値を組み合わせることで計測精度をさらに向

上させる手法を開発し、実験室での既存の技術と

の比較による算出精度の検証や野焼き観測にお

ける野外での計測実験を実施し、開発手法の性能

や特徴を整理した。 

（３）災害時の消防力・消防活動能力向上に係る研

究開発 

南海トラフ地震・首都直下地震や台風・ゲリラ豪

雨等の災害時における、大規模延焼火災や土砂崩れ

等への効果的な消防活動を行うため、以下の研究

テーマを設け、研究開発を行っている。 

ア 高齢化、過疎化、災害を踏まえたモデル救急体

制に関する研究－次世代救急車の研究開発 

ビッグデータ、G空間情報等の最新技術を救急車

や指令運用システムに活用し、現場到着所要時間・
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病院収容所要時間の延伸防止や救急車の交通事故

防止を図る研究開発を行っている。 

（ア）救急車運用最適化 

a 背景・目的 

近年、救急車の現場到着所要時間・病院収容所要

時間が延伸している。この延伸防止のため、救急車

の需要分析、傷病者情報分析等により、救急車の運

用体制を最適化するプログラムの開発を行ってい

る。また、ITS（Intelligent Transport Systems：

高度道路交通システム）の技術を用いて、走行時間

短縮の技術開発を行った。 

b 令和２年度までの５年間の主な研究開発成果 

救急車運用体制の最適化では、季節・曜日・時間

帯等により変化する救急需要を予測し、この救急需

要予測に対して救急車が手薄で現場到着所要時間

が遅くなると予測する地域に事前に救急車を移動

配置させる手法の研究を行った（第 6-4図）。また、

この手法の現場到着所要時間の短縮効果を明らか

にするため、名古屋市消防局において実際に救急隊

を移動配置させる検証実験（第 6-5 図）を実施し、

名古屋市消防局全体の平均現場到着所要時間が短

縮する効果があることが明らかになった。 

第 6-4図 運用最適化プログラムの画面例 

赤丸：出場中の救急車、青丸：待機中の

救急車 

救急車が手薄な画面中央へ①の救急車

を移動配置 

 

 

＊5 ITS Connect 技術：見通しが悪い交差点等において、車両同士や道路に設置された路側インフラ設備との無線通信によって得られる

情報をドライバーに知らせることで、運転の支援につなげるシステム（出典：ITS CONNECT 推進協議会ホームページ） 

第 6-5図 移動配置中の救急車（実証実験時） 

 
 

走行時間の短縮に関しては、救急車の接近を周辺

車両に知らせる ITS Connect技術＊5の活用が、救急

車の走行時間短縮に効果があることを平成 30 年度

に示し、令和２年度から救急車にこの技術の実装が

開始された。 

（イ）乗員の安全防護等 

ａ 背景・目的 

救急車の交通事故が例年発生しており、これを効

果的に防ぐ手立てが必要である。そこで「（ア）救

急車運用最適化」で示した救急車用の ITS Connect

技術の一部となる事故防止技術（右折時注意喚起、

赤信号注意喚起）の研究開発を行っている。 

また、地震や津波によるがれきにより消防車両の

タイヤがパンクし、消防活動に支障があることが想

定される。そこで、小型トラック用（主に救急車や

指揮車用）のパンク対応タイヤの研究開発を行い、

研究成果を災害現場対応の消防車両に活用する予

定である。 

ｂ 令和２年度までの５年間の主な研究開発成果 

救急車用の ITS Connect 技術を用いた事故防止

技術の研究は平成 30 年度に終了しており、令和２

年度から救急車に実装されている。 

パンク対応タイヤの試作品（第 6-6図）を製作し、

令和２年３月より消防本部の 17 台（救急車、指揮

車）において耐久性を検証する実証実験を開始した。

走行には影響しないがタイヤの一部のブロックが

欠ける現象が発生したため、改良を行った試作品で

実証実験を継続して実施中（令和３年１月～令和４

年中）である。 
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第 6-6図 パンク対応タイヤ 

 

イ 安全で迅速に土砂災害現場で救助活動をする

ための研究 

（ア）背景・目的 

土砂災害の救助活動を安全かつ迅速に行うため、

ドローン等による上空からの画像情報の活用方法

及び安全ながれきの取除き手法を研究している。 

（イ）令和２年度までの５年間の主な研究開発成果 

土砂災害現場でのドローンによる画像の取得か

ら活動への利用に至る処理の流れと考え方につい

て整理した。令和３年７月３日に発生した熱海市に

おける土石流災害現場に適用した例を第 6-7 図に

示す。 

また、様々な形状に岩を積み上げ、位置によって

それぞれの岩の振動の特徴がどのように違うか調

べた。ほかの岩を支えている条件と支えていない

（除去ができる）条件とでは、振動の周波数や水平

面内での振動の方向の偏りが異なることが観察さ

れた。 

さらに、夜間でも情報を収集できるようにするた

め、高精度のレーザースキャナをドローンに搭載し、

地形データを迅速に入手する技術の開発に着手し

た。時間と資源が限られた中で、活動方針の策定や

安全管理に用いるため、高速で精度良く地形を計測

する仕組みを開発し、精度の検証を行っているとこ

ろである。 

二次崩落の事例の分析、生存救出の事例の分析、

土砂災害におけるドローン等の情報の活用方法の

検討及び土砂の効率的な排除方法の検討から得ら

れた成果及び知見を令和元年度「土砂災害における

効果的な救助手法に関する高度化検討会」へ提供し

た。また、研究の成果を活用し、平成 28 年熊本地

震、平成 30 年北海道胆振東部地震及び令和元年東

日本台風の土砂災害現場ならびに令和３年７月３

日の熱海市における土石流災害における捜索救助

活動に対する技術支援を行った。 

第 6-7 図 ドローン画像から推定した熱海市土石

流災害における土砂の深さの分布図 

 

（４）危険物施設の安全性向上に関する研究開発 

南海トラフ地震、首都直下地震等の大地震が切迫

している中で、東日本大震災の経験から、地震発生

後の早期復旧・復興の実現において、石油タンク等

エネルギー産業施設の強靭化による被害の未然防

止、火災等災害発生時の早期鎮圧と徹底した拡大抑

止は極めて重要である。また、火災危険性に関して

知見が少ない物質や、一旦火災が発生すると消火が

困難な物質が普及し、石油コンビナート地域等の危

険物施設における火災・爆発事故の発生が後を絶た

ない等、化学物質に関する防火安全上の課題が生じ

ていることを踏まえ、危険物施設の安全性の向上を

目指して、次の３つのサブテーマを設け、研究開発

を行っている。 

ア 石油タンクの入力地震動と地震被害予測の高

精度化のための研究 

（ア）背景・目的 

南海トラフ地震や首都直下地震の発生時には、石

油コンビナート地域をはじめとする大型石油タン

クの立地地点も、非常に大きな地震動に見舞われる

おそれがあること、また、南海トラフ地震について

は津波の到達が予測されており、これらによる石油

タンクへの影響が懸念される。 

本研究では、高精度な石油タンク地震時被害予測

のため、（１）大型石油タンクにおける振動測定に

よるバルジング（タンク側板の振動）の固有周期算

定式の精度の検証、（２）短周期地震動による石油

タンクの応答・挙動の既往の解析手法の精度の検証、
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（３）「石油タンク地震・津波被害シミュレータ（全

国版）」の開発、などに取り組んでいる。 

（イ）令和２年度までの５年間の主な研究開発成果 

短周期地震動による石油タンクの被害発生条件

を調べる上で重要なパラメータの一つである石油

タンクのバルジングの固有周期を、実際のタンクで

の微動測定（常に生じている微小な振動の測定）に

より実測した。その結果、消防法令で定められてい

るバルジング固有周期の算定式の精度は高く、当該

算定式が短周期地震動による石油タンクの被害の

予測に有効であることが確認された。 

また、平成 30 年北海道胆振東部地震の際の短周

期地震動により苫小牧東部の石油備蓄基地の石油

タンクが受けた影響を、消防法令上の基準で用いら

れている石油タンクの地震応答計算式で評価した。

その結果、当該計算式が、短周期地震動による石油

タンクの側板の変形被害の予測に有効であること

が確認された。 

さらに、全国に 80 ある石油コンビナート等特別

防災区域の周辺の地形（海底地形を含む）等のデー

タベースを整備するなどして、「石油タンク地震・

津波被害シミュレータ（全国版）」の試作版を開発

した（第 6-8図）。 

イ 泡消火技術の高度化に関する研究 

（ア）背景・目的 

石油タンク火災には泡消火薬剤を用いた消火が

最も有効だと言われているが、効果的な泡消火手法

の検討は、泡消火過程の複雑さゆえに、定量的な評

価が難しく、さらに、近年フッ素化合物の国際的な

規制動向に鑑み、消火効果の高いフッ素含有泡が規

制されるなど、使用できる泡の変化に応じた適切な

消火手法の検討が課題となっている。 

本研究は、泡の種類（フッ素含有泡、フッ素フリー

泡）、油種、投入方法、そして火災規模の違いにお

ける、各要素に対する消火性能の検討を行うことを

目的とする。 

（イ）令和２年度までの５年間の主な研究開発成果 

消火性能に大きく影響する泡の性状（膨張率、泡

の保水性）を変化させた場合のフッ素含有泡及び

フッ素フリー泡の消火性能を調べ、石油タンク火災

等の消火に最も効果的な泡の性状及び消火限界泡

供給率（消火するために最低限必要となる単位時間

当たり及び単位面積当たりの泡の供給量）を示した。

その結果を基に、燃料の種類（ヘプタン、ガソリン、

重油、軽油）の違いによる泡の種類ごとの消火性能

を解析し、消火限界泡供給率を示した。また、石油

タンクへの泡投入箇所（１～４か所）を増やした場

合、泡が油面を覆う速度や消火限界泡供給率から、

泡の種類により消火性能が異なることを示した。さ

らに、泡の種類にかかわらず、大きな石油タンクほ

ど消火限界泡供給率が高くなる（消火しにくい）こ

とを示した。 

第 6-8図 「石油タンク地震・津波被害シミュレータ（全国版）」の出力イメージ 
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ウ 化学物質の火災危険性を適正に把握するため

の研究 

（ア）背景・目的 

化学物質に起因する火災を予防するためには、多

岐にわたる化学物質の火災危険性を適正に把握し、

火災予防・被害軽減対策を立案しておくことが重要

である。しかしながら、従来の火災危険性評価方法

では、必ずしもその危険性を適正に評価できない場

合がある。 

本研究では、化学物質について、現在把握できて

いない火災危険性を明らかにし、適正な火災危険性

評価方法を確立するため、熱量計等を用いて得られ

る温度及び圧力等を指標として、分解、混合、燃焼

及び蓄熱発火危険性を評価する方法の研究開発を

行っている。 

（イ）令和２年度までの５年間の主な研究開発成果 

①分解危険性、②混合危険性、③燃焼危険性、④

蓄熱による自然発火の危険性に関して、従来には無

かった熱量計等を用いた火災危険性評価方法を開

発した。 

（５）火災予防と火災による被害の軽減に係る研

究開発 

我が国における火災件数は年間４万件前後で推

移し、火災による死者数は年間約 1,500人の被害と

なっている。火災による被害の軽減のためには、出

火原因の研究を踏まえた火災予防や出火建物から

の迅速な避難が重要である。これらのことを踏まえ、

次の２つのサブテーマを設け、研究開発を行ってい

る。 

ア 火災原因調査の能力向上に資する研究 

（ア）背景・目的 

効果的に火災を予防するためには、消防機関が火

災原因を調査し、その結果を予防対策に反映してい

くことが必要である。しかしながら、火災現場では

経験的な調査要領に基づくことが多く、静電気着火

や爆発、化学分析等のように専門的な知見や分析方

法を必要とする分野では、消防機関が利用可能な技

術マニュアルの整備がなされていない。このことか

ら、有効な火災予防対策が行えるよう、以下の（イ）

ａ～ｄの課題に取り組み火災原因調査能力の向上

に資する研究開発を行っている。 

（イ）令和２年度までの５年間の主な研究開発成果 

ａ 着火性を有する静電気放電の特性の把握 

絶縁物からの放電により可燃性混合気が着火す

るか検証するために、布等を想定したシート状の絶

縁物からの放電エネルギーを計測するための測定

系の構築を行い、放電時の電流波形をとらえること

で放電エネルギーを計算した。その結果、絶縁性の

生地からの放電では着火はほぼ起こらないことが

分かった。 

また、約 500立方メートルの屋外タンク貯蔵所に

おいて、ガソリン成分が混入した灯油の受入れ開始

後しばらくして爆発する事故があったことを踏ま

え、静電気放電によりガソリンへ着火した可能性に

ついて検証した。その結果、灯油が配管内を流れる

ことにより帯電した後にタンク内に溜まったこと

から、油面計の金属フロートから放電してガソリン

成分に着火したことが判明した。 

さらに、静電気火災の原因判定能力向上のために、

静電気火災が疑われる火災現場における原因調査

に有効なマニュアルを作成した。このマニュアルに

は、静電気に関連した用語の説明、現場での着眼点、

現場での測定項目と測定方法、収去した物品の測定

項目と測定方法、着火に至る可能性の検討方法につ

いてまとめた。 

ｂ 火災現場での試料の採取・保管方法及びデータ

解析手法に関する指針の作成 

火災現場において効率的で間違いのない試料採

取ができるように、複数の消防本部による火災現場

での使用に基づく検証を行った上で最適な試料採

取用キットを製作した。 

鉱物油の熱による変化についての知見を得るた

めの実験では、綿製品に灯油を含浸させて燃焼させ

ることにより、綿製品から灯油が染み出す現象が確

認でき、灯油が移行していく可能性があることがわ

かった。また、染み出した灯油は熱による変化をあ

まり受けない状態で検出できることが明らかに

なった。 

さらに、鉱物油類付着試料について前処理の効果、

保存条件の違いが及ぼす影響について実験し、マ

ニュアルを作成した。 

ｃ すすの壁面付着状況の観察に基づく煙の動き

の推定 

建物火災時の煙の動きとすすの壁面付着の関係

性を見いだすのに必要な実験装置を作成し、火災実
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験を実施した。実験条件と同様の計算条件にて計算

機により火災シミュレーションを実施し、すすの壁

面付着状況を実験と比較した結果、火源から上昇す

る煙やそれが天井に衝突する領域でのすす付着を

実験と同様に火災シミュレーションでも捕らえら

れることを確認した。 

また、建物の壁面温度が煙の温度よりも低い火災

初期に壁面にすすが付着することがわかった。ただ

し、具体的な火災事例でも火災シミュレーションに

より壁面へのすす付着が再現できるかを検証する

課題が残っている。 

ｄ 火災現場における爆発発生の判断指針に関す

る技術マニュアルの作成 

過去の事故事例を参考にして、小規模な爆発実験

を行った。ガス爆発が発生した際に、現場にあった

ものにどのような痕跡が残るかを実験的に調べる

ため、密閉容器内を燃える割合で空気と可燃性の気

体をあらかじめ混合した気体で満たし着火し、容器

内に設置した可燃物が、伝ぱ火炎によってどう影響

を受けるかを観察した。薄い紙は、火炎の通過後に、

熱発火した。ポリプロピレン、ポリ塩化ビニルの

シートは火炎から加熱され溶融した。テフロンシー

トは実験後にほぼそのまま残った。建物内で発生し

た爆発事故の事例の分析、爆発事故の調査に関する

海外資料の分析も行った。それらを基にマニュアル

を作成した。 

イ 火災時における自力避難困難者の安全確保に

関る研究 

（ア）背景・目的 

火災における人的被害を軽減するためには、火災

が発生した建物からの迅速な避難が必要であり、特

に、自力避難困難者が在館するグループホーム等の

施設においては、建物個々の構造や設備、在館者の

状態に応じ、きめ細かく避難対策を講じていくこと

が重要である。これら施設における自力避難困難者

の安全確保のために、火災時避難計画の策定に資す

る避難方法の分析や避難介助行動、避難を補助する

機器の開発を目的とした研究開発を行った。 

（イ）令和２年度までの５年間の主な研究開発成果 

老人保健施設、認知症対応グループホーム、サー

ビス付き高齢者住宅等の計 10 施設についての避難

訓練の状況を調査し、その方法等から避難時間の短

縮が可能と考えられる事項、効果的な避難活動が行

えると思われる改善事項等を検討、各在館者の避難

行動に対する能力を調査した。 

入居者に対する介助者の行為は、手を引く、車い

すを押す等の避難活動時の身体介助のほかに、直接

には介助不要な入居者であっても歩行時の見守り、

一時避難場所に集合した際の見守り等、見守り介助

が必要であると認められた。直接の身体介助であっ

ても、見守り介助であっても、介助者のマンパワー

を割くことは同じであり、介助者がいかに効率よく

行動できるかということが、避難時間短縮に有効に

作用するものと認められた。 

避難補助器具の開発では、自力歩行が困難である

在館者を、布団に乗せたまま引きずり避難させる手

法を行っていた施設が複数見られたことを踏まえ、

この作業を軽減する試みとして、布の床面側にフッ

素樹脂板を固定した用具を試作した（以下「試作補

助器具」という）。この試作補助器具に 60kg のダ

ミー人形を載せ、床カーペットの上で引きずり力を

測定した。その結果、試作補助器具では、移動開始

後に必要な力は、布団カバーを試作品に取り付け、

実際の布団と近い状態を作った対照品の約１/２と

なり、介助者の負担軽減、移動時間の短縮に寄与し

ていることが明らかになった。 

避難介助行動の効率化を目指した研究では、施設

職員の介助行動の実態を把握するために複数職員

が避難介助を行っている高齢者福祉施設における

避難訓練を調査すると、避難済み居室の明示を行っ

ているところは調査 10 施設のうち２施設であり、

他の８施設は複数職員が同じ部屋を重複して確認

していた。この重複確認をなくすために、避難済み

居室を明示する在不在表示装置を試作した。この装

置は居室廊下に設置する子機９台と、事務室に設置

する親機１台から構成される。在館者が在室してい

る居室又は不在確認前の居室では子機は赤ランプ

が点灯し、不在を確認した場合は押しボタンの操作

により緑ランプが点灯する。この情報は親機に無線

で転送され、親機でも在不在を確認できる。この装

置の外観を第 6-9図に示す。 
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第 6-9図 在不在表示装置の外観 

 

この試作した在不在表示装置を過去に訪問した

３つの福祉施設に装置の機能と取扱い方法につい

て説明し、意見を伺った。その結果、①複数ユニッ

ト（１ユニット９部屋対応）を同時に稼働させたい、

②在不在の表示はランプの点灯と消灯だけでもよ

い、③居住者が間違えて押さないようなボタンの構

造がよい、④ナースコールと連動、自動火災報知設

備と連動といった機能を付加してほしい、といった

意見が得られた。 

（６）地下タンクの健全性診断に係る研究開発 

（ア）背景・目的 

ガソリンスタンド等で用いられる鋼製一重殻地

下タンクのうち老朽化の進んだものにあっては、腐

食の防止を目的として、内面にガラス繊維強化プラ

スチック製ライニングを施工する事例が増加して

いるが、ライニングは長期間の使用により防食性能

を損なうおそれがあるため、その経年劣化の状況

（健全性）を点検により確認することが危険物流出

事故防止のために重要である。しかし、現在行われ

ているライニングの点検方法は主に目視等におけ

る定性的なものであり、健全性を詳細に把握するこ

とができない。こうしたことから、長期間使用され

た鋼製一重殻地下タンクの内面ライニング鋼板の

健全性を詳細に把握するための定量的診断基準と

評価手法の確立を目指して、ライニングと鋼板の劣

化・腐食状況に関する各種非破壊計測により得た測

定値と防食性能の観点から見た劣化・腐食状態との

関係を明らかにする研究開発を令和元年度から

行っている。 

（イ）令和２年度までの２年間の主な研究開発成果 

鋼製一重殻地下タンクの内面に施工されるもの

と同仕様のライニング試験片を作製し、これらの試

験片を人為的に劣化させて、非破壊計測手法の一つ

である電気化学インピーダンス（電気の流れにくさ）

測定を行った。その結果、電気化学インピーダンス

測定により、ライニングの劣化を検出することがで

きた。 

鋼製一重殻地下タンクにおける内面ライニング

鋼板サンプルを入手し、その長期使用に伴う特性の

変化を詳しく調べた。その結果、長期間油と接触し

たライニングでは、硬さなどの物理的性質に変化が

生じていることがわかった。このような経年変化は、

ライニングの電気の流れにくさやその内部を音波

が伝わる速さ（音速）などの数値の変化として検知

できることを実証した。 

鋼板の腐食量を推定するための一般的方法とし

て、超音波板厚測定法があるが、腐食が進行すれば

するほど、精度よく板厚を計測することが難しくな

る傾向がある。そこで、腐食が進んだ鋼板について、

超音波板厚測定法により計測した板厚と実際の板

厚との関係を調べることにより、実際の腐食量を精

度よく推定するための計測手順の検討を行い、一定

の方向性を見出した。 

（７）火山噴火にともなう降灰が消防活動や危険

物施設に与える影響評価 

（ア）背景・目的 

中央防災会議において、大規模噴火時の広域降灰

対策検討ワーキンググループが設けられ、降灰によ

る交通分野やライフライン、建物・設備分野への影

響が検討されている。 

今後火山灰による被害が予測されているが、消防

車両や石油タンクなど消防分野への影響は明らか

になっていない。 

降灰量が多い場所では一般の消防車両は運行が

行えなくなり消防活動が困難となる。その一方、津

波・大規模風水害対策車に搭載されている水陸両用

バギーは悪路走行が可能な車両であるが、火山灰上

での走行可否は分かっていない。また、石油タンク

の浮き屋根の沈降、雨水の排水困難が予想されるが、

降灰量と石油タンクの被害についてこれまで検討

されていない。富士山噴火による首都圏への降灰を

想定し、消火や救急搬送、石油コンビナート施設に

与える影響を、降灰量予測に基づいたシミュレー

ションや実験により評価する。 
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（イ）令和２年度の主な研究開発成果 

火山灰上で走行実験を行った結果、水陸両用バ

ギーは、火山灰堆積場所において傾斜角 20 度まで

は走行可能で、降灰量が多い場所での消防活動が可

能なことが明らかになった。 

また、石油タンクについては、予測降灰量に基づ

いた浮き屋根の沈降量などをコンピューター解析

により評価を行っている。 

２．令和３年度より実施する研究開発 

消防研究センターでは令和３年度からの５年間

の研究計画として、第 6-2表に掲げる８つの研究課

題への取組をはじめたところである。 

第 6-2表 消防研究センターにおける令和３年度からの研究開発課題 

研究開発課題 

（１）災害時の消防力・消防活動能力向上に係る研究開発（R3～R7） 

 大規模自然災害時においてより多くの国民の生命を守るため、要救助者の迅速かつ安全な救助等に資

する次の研究を行う。 

ア 自然災害時の現場対応型情報収集システムと情報分析・評価手法の開発 

イ 自力避難困難者の避難に関する研究 

（２）市街地火災による被害を抑制するための研究開発（R3～R7） 

 首都直下地震のような大規模地震後の市街地同時多発火災や、糸魚川市大規模火災のような平常時の

市街地火災による被害拡大を抑えるために、火災件数と死傷者数や焼損棟数などの予測・可視化ツール、

火災延焼シミュレーションに基づく消防力・消防水利の評価手法、飛火の防御方法、火災旋風の発生予

測方法の研究開発を行う。 

ア 超高齢・人口減少社会の火災発生予測と対策 

イ 消防力と消防水利の変化が延焼被害等に及ぼす影響の評価 

ウ 飛火に対する防御 

エ 火災旋風の発生予測 

（３）火災原因調査と火災避難の高度化に関する研究開発（R3～R7） 

 火災現場残渣物の同定及び液体衝突帯電とミスト爆発の解明による火災原因調査の高度化と、高層建

築物の順次避難における避難順序算定方法に関する研究開発を行う。 

ア 火災原因調査の高度化に関する研究 

（ア）火災現場残渣物の同定に関する分析手法の研究 

（イ）特異条件が及ぼす引火性液体への影響の解明に関する研究 

イ 高層建築物順次避難における避難順序算定方法 

 

 

 
富士山登山道 傾斜角 20度  桜島火山灰廃棄場 傾斜角 20度 

火山灰上での水陸両用バギー走行実験 
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（４）消防職員の消火活動時における殉職・受傷事故を防止するための研究開発（R2～R7） 

 消火活動時における殉職・受傷事故の防止を目的として、火災シミュレーション技術、消防隊の放水

方法及び無人機の飛行制御技術の研究開発を行う。 

ア 放水や建物構造を考慮した火災シミュレーション技術 

イ 火災状況に応じた消防隊の放水方法 

ウ 火炎上空の気流計測のための無人機の飛行制御技術 

（５）危険物施設における火災等事故・地震災害を抑止するための研究（R3～R7） 

 危険物施設における火災等の事故及び地震等による災害を抑止するために、次の研究を行う。 

ア 石油タンクの地震被害予測高精度化のための研究 

イ 化学物質等の製造・貯蔵工程における火災危険性の評価方法の研究 

（６）地下タンクの健全性診断に係る研究開発（R1～R7） 

 防食ライニングが施工された危険物の地下タンクの経年劣化について、タンクが将来継続して使用可

能か否か（健全性）を適切に判断するため、ライニング鋼板の腐食劣化の定量的評価及び各種分析を行

い、地下タンクの健全性診断手法を研究開発する。 

（７）消火活動困難な火災に対応するための消火手法の研究開発（R3～R7） 

 大規模倉庫等で火災が発生した場合、可燃物の量によっては急速な延焼拡大や大量の濃煙熱気が発生

し、また、外壁に開口部が少なく、出火場所が外部の開口部から離れている場合、消防隊が内部侵入し

直接消火することが極めて困難になる。このため、消防隊員が内部進入することなく安全に、建物外部

から消火を可能とする手法の開発を行う。 

（８）救急搬送における感染症対応に関する研究開発（R3～R7） 

 無症状者を含む新型コロナウィルス感染者を救急搬送する際の感染拡大防止対策及び感染拡大期を含

む救急出場要請件数増大期における救急搬送時間短縮手法の研究開発を行う。 

 

３．火災原因調査等及び災害・事故への対応 

（１）火災原因調査及び危険物流出等の事故原因

調査等 

ア 火災原因調査及び危険物流出等の事故原因調

査等の実施 

消防研究センターでは、大規模あるいは特異な火

災・危険物流出等の事故を中心に、全国各地において

その原因調査を実施している。また、消防本部への技

 

＊6 鑑識：火災の原因判定のため具体的な事実関係を明らかにすること 

＊7 鑑定：科学的手法により、必要な試験及び実験を行い、火災の原因判定のための資料を得ること 

術支援として、原因究明のための鑑識＊6、鑑定＊7、現

地調査を消防本部の依頼を受け、共同で実施している。 

令和２年度から令和３年度（９月 30 日現在）ま

でに実施した主な火災原因調査は第 6-3 表のとお

りである。また、令和２年度に行った鑑識は 73件、

鑑定は 57件、令和３年度（９月 30日現在）に行っ

た鑑識は 40件、鑑定は 24件である。 
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第 6-3 表 火災原因調査及び危険物流出等の事故原因調査の現地調査実施事案一覧（令和２年度から令和

３年度（９月 30日現在）までの調査実施分） 

 

イ 火災原因調査及び危険物流出等の事故原因調

査の高度化に向けた取組 

消防研究センターでは、走査型電子顕微鏡、デジ

タルマイクロスコープ、X線透過装置、ガスクロマ

トグラフ質量分析計、フーリエ変換型赤外分光光度

計、X線回折装置等の調査用の分析機器をはじめと

して、研究用の分析機器も含めて、観察する試料や

状況に応じて使用する機器を選択し、火災や危険物

流出等事故の原因調査を行っている。また、従来の

研究や調査から得られた知見を取り入れ、更なる原

因調査の高度化に向けた取組も行っている。 

さらに、高度な分析機器を積載した機動鑑識車を

整備しており、火災や危険物流出等事故の現場にお

いて迅速に高度な調査活動を可能とするとともに、

消防本部で実施する鑑識・鑑定の支援においても活

用している。 

 
機動鑑識車 

（２）災害・事故への対応 

消防研究センターでは、火災原因調査及び危険物

流出等の事故原因調査に加え、災害・事故における

消防活動において専門的知識が必要となった場合

には、職員を現地に派遣し、必要に応じて助言を行

う等の消防活動に対する技術的支援も行っている。

また、消防防災の施策や研究開発の実施・推進に

とって重要な災害・事故が発生した際にも、現地に

職員を派遣し、被害調査や情報収集等を行っている。 

災害・事故における消防活動に対する主な技術的

支援としては、令和３年７月に静岡県熱海市で発生

した土石流災害において、職員を派遣し、救助活動

の安全確保などの技術的支援を行った。また、令和

３年５月に福島県いわき市で発生した化学工場の

爆発火災では、現地派遣は行わなかったが危険物と

消火を専門とする研究官が、亜鉛末の火災の消火方

法等に関する技術的支援を実施した。 

研究開発に係る災害・事故の調査としては、令和

２年４月に宮城県岩沼市で発生した大型物流倉庫

火災や令和２年５月に大分県大分市で発生した製

油所の蒸留塔火災の現場調査を実施し、消防活動に

係る研究に活用可能な情報を収集した。 

さらには、令和３年２月の福島県沖を震源とする

地震により宮城県仙台市の製油所で発生した石油

タンクからの危険物流出事故の現場調査を実施し、

危険物施設の地震時の挙動に関する研究開発に必

要な情報を収集した。 

No. 調査区分
出火日

（発災日）
場所 施設等名称等 概　要

現地
出向者数

1 依頼調査 R2.4.30 宮城県岩沼市 倉庫火災
2階建て大型物流倉庫から出火し、延べ面積約

44,000m2を焼損したもの。
4人

2 長官調査
（要請調査）

R2.7.5 静岡県吉田町 倉庫火災
2階建て倉庫から出火し、延べ面積約7,000m2を焼損
し、消防隊員3人及び警察官1人が死亡、負傷者5人
を生じたもの。

8人

3 依頼調査 R2.7.30 福島県郡山市
飲食店舗
爆発火災

休業中で内装工事を行っていた飲食店舗で爆発を起
こし、建物が全壊、死者1名負傷者19名を生じたも

の。
6人

4 依頼調査 R2.9.27 愛知県犬山市 工場火災

フィルム工場で操業中に出火し、火災報知機作動約
20分後に爆発をおこしたもの。この火災で工場3棟約

2,160m
2を焼損し、3名が死傷した。

7人

5 依頼調査 R3.3.29 和歌山県有田市 製油所火災
石油コンビナート内の原油を接触分解させるプラン
トから出火したもの。

5人

6 依頼調査 R3.4.1 島根県松江市 住宅火災

密集した住宅地で出火し、全焼2棟を含む家屋32棟

を焼損し、隣接する山林約2,000m2を焼損したも
の。

4人

7 依頼調査 R3.4.21
茨城県ひたちなか
市

工場火災
半導体工場の工場内有軌道無人搬送車分電盤から出
火したもの。

4人

8 依頼調査 R3.8.12 長野県辰野町 工場火災
トナー製造工程において、トナー乾燥装置が爆発し
出火したもの。

4人

9 依頼調査 R3.8.27 愛知県江南市 工場火災
染色工場で原料調合のためのホッパー内で原料の化
学薬品が発熱し出火したもの。

5人
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４．研究成果をより広く役立てるために 

消防研究センターでは、研究開発によって得られ

た成果を、全国の消防職団員をはじめとする消防関

係者はもとより、より広く利活用されるように次の

活動を行っている。 

（１）一般公開 

毎年４月の「科学技術週間」にあわせて、消防研

究センターを一般公開しており、この中で実験施設

等の公開、展示や実演を通じ消防研究センターにお

ける研究開発等の紹介を行っている。令和２年度は

新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ開催中

止としたが、令和３年度は、初めての試みとして

ホームページ上で動画を用いて研究内容を分かり

やすく紹介するオンライン開催を行った。全部で

23 のコーナーを設けたところ、視聴のためのアク

セス数は 2,000を超えた。 

（２）全国消防技術者会議 

全国の消防の技術者が消防防災の科学技術に関

する調査研究、技術開発等の成果を発表するととも

に、他の発表者や聴講者と討論を行う場として、昭

和 28年（1953年）から「全国消防技術者会議」を

毎年開催している。68 回目となる令和２年度の会

議は、新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、

令和２年 11 月 26 日に初めてオンラインで開催し

たところ、これまで参加することが難しかった北海

道、九州地域等から多数の参加があった。 

会議では、特別講演、「令和２年度消防防災科学

技術賞」の受賞作品の発表及び消防研究センター職

員による発表を行った。 

（３）消防防災研究講演会 

消防研究センターの研究成果の発表及び消防関

係者や消防防災分野の技術者や研究者との意見交

換を行うため、平成９年度（1997年度）から「消防

防災研究講演会」を毎年度開催しているが、令和２

年度は新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ

開催を見送った。 

（４）調査技術会議 

消防研究センターでは、消防本部が行った火災及

び危険物流出等事故に関する調査事例や、最新の調

査技術を互いに発表する「調査技術会議」を開催し

ている。この会議は、調査技術や調査結果の行政反

映方策に関する情報を共有して、消防本部の火災調

査及び危険物流出等事故調査に関する実務能力を

全国的に向上させることを目的としており、会議で

発表された調査事例は、年度末に取りまとめて消防

本部に配布し、情報共有を図っている。令和２年度

は、東京、名古屋、仙台、札幌、神戸、北九州の６

都市で開催予定であったが、新型コロナウイルス感

染拡大防止のため、仙台、札幌以外の会場での開催

を中止した。実施２会場では、火災事例発表が計 12

件、危険物流出等事故事例発表が計２件行われた。

中止となった４会場の発表要旨は、参加予定であっ

た消防本部に配布した。 

（５）消防防災科学技術賞 

消防防災科学技術の高度化と消防防災活動の活

性化に資することを目的として、消防職団員や一般

の方による消防防災機器等の開発・改良及び消防防

災科学に関する論文並びに消防職員による原因調

査事例報告のうち、特に優れたものを消防庁長官が

表彰する制度を平成９年度（1997年度）から実施し

ている。 

令和２年度は 98 編の応募があり、選考委員会に

よる選考の結果、23 編の受賞作品（優秀賞 21 編、

奨励賞２編）が決定され、11月 26日に表彰式を実

施するとともに、同日の全国消防技術者会議の中で、

受賞者による受賞作品の発表が行われた。 

（６）施設見学 

消防研究センターでは、消防職団員や市町村の防

災担当者、小中高の児童・生徒や大学生、自治会・

防火協議会の構成員等、多くの見学者に実験施設や

研究成果等の見学を実施している。令和２年度は新

型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえて主に消

防大学校入校者に限定して実施し、合計で 12件 446

人の見学があった。 

 

 
競争的資金における研究開
発等 

 

消防庁では、「消防防災科学技術研究推進制度」

（競争的資金）で委託した研究課題において、研究

開発成果の社会実装化をより推進していくため、研

究の熟度により３つのフェーズ（基礎研究、基盤・
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応用研究、社会実装研究）に分けて公募を行うとと

もに、研究成果の広報活動として、危機管理産業展

（RISCON TOKYO）に参加している。 

令和３年度の新規研究課題については、外部の学

識経験者等からなる「消防防災科学技術研究推進評

価会」の審議結果に基づき、政府方針や消防防災行

政における重要施策等を踏まえ、９件を採択した。

また、令和２年度からの継続課題についても上記評

価会の評価審議結果に基づき３件採択している（資

料 6-2、資料 6-3）。本制度では、これまでに 158件

の終了研究課題から数々の研究成果が得られ、消防

防災分野に有用な多くの知見や資機材等の社会実

装、施策への反映などその成果の活用が行われてい

る。 

 

 

消防機関の研究等  

消防機関の研究部門等においては、消防防災の科

学技術に関する研究開発として主に消防防災資機

材等の開発・改良、消防隊員の安全対策に関する研

究、救急及び救助の研究、火災性状に関する研究な

ど、災害現場に密着した技術開発や応用研究を行う

とともに、火災原因調査に係る原因究明のための研

究（調査、分析、試験等）、危険物に関する研究が

行われている。また、個々に研究を行うだけではな

く、東京消防庁をはじめ、札幌市消防局、川崎市消

防局、横浜市消防局、名古屋市消防局、京都市消防

局、大阪市消防局、神戸市消防局及び北九州市消防

局の９消防機関においては、毎年度「大都市消防防

災研究機関連絡会議」を開催するなど、消防防災科

学技術についての情報交換・意見交換等を行ってい

る（資料 6-4）。 

 

 
消防防災科学技術の研究に
おける今後の取組 

 

消防における課題解決のため、消防機関のニーズ

把握に取り組むとともに、特にフェーズ３（社会実

装研究）の研究開発成果について、社会実装化を加

速させるべく研究機関に対するプッシュ型の助言

や、周知活動に取り組む。 

 

 
危機管理産業展 2021（RISCON TOKYO）における 

出展の様子 


